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平成18年3月期 第３四半期財務・業績の概況（連結）[米国会計基準] 

平成18年2月1日 

上場会社名   日本電産株式会社       上場取引所 東証第一部 大証第一部 
コード番号     ６５９４                  ＮＹＳＥ 

（ＵＲＬ http://www.nidec.co.jp）             本社所在都道府県  京都府 

代  表  者   代表取締役社長  永守 重信 

問合せ先責任者   経理部長     松橋 英寿      Tel（075）935－6200 

米国会計基準採用の有無   有 

 

１．四半期財務情報の作成等に係る事項 
① 会計処理の方法における簡便な方法の採用の有無 ： 有 

 ◎法人税等の計上基準 

 法定実効税率をベースとした年間予測税率により計算しております。 

② 最近連結会計年度からの会計処理の方法の変更の有無 ： 無 

③ 連結及び持分法の適用範囲に関する事項  

連結子会社数 93社   持分法適用関連会社数 ４社 

④ 連結及び持分法の適用範囲の異動の状況  

＜前期末（平成17年３月）比の異動状況＞ 

連結（新規）  ６社 （除外）  ２社  持分法（新規）  ０社 （除外）  ０社 

＜前年同期末（平成16年12月）比の異動状況＞ 

連結（新規）  ７社 （除外）  ２社  持分法（新規）  ０社 （除外）  １社 

 

２．平成18年３月期第３四半期財務・業績の概況 

（１）経営成績（連結）の進捗状況（平成17年10月１日～平成17年12月31日の３ヶ月間） 

[百万円未満四捨五入] 

 

 

 

売上高 

 

営業利益 
 

税金等調整前四半期純利益 

 

当第３四半期 

百万円 

136,729 

％ 
6.6 

百万円 

15,003 

％ 
3.6 

百万円 

19,638 

％ 
61.2 

前年第３四半期 128,224 99.5 14,481 117.9 12,182 115.3 
 
 

 
 

四半期純利益 
１株当たり 
四半期純利益 

潜在株式調整後1株当たり 

四半期純利益 

 

当第３四半期 

百万円 

12,124 

％ 
49.8 

円 銭 

84.43 

円 銭 

81.38 

前年第３四半期 8,096 166.1 57.30 54.57 

※１．売上高・営業利益等におけるパーセント表示は、対前年同期比増減率を示しております。 

２．期中平均株式数（連結） 当第３四半期    143,589,093株 

               前年第３四半期   141,291,078株（株式分割遡及修正後） 

 ３．当社は平成17年９月30日現在の株主に対し、平成17年11月18日付けで普通株式1株に

つき２株の割合で株式分割を行いました。そのため当第３四半期の１株当たり四半期純利

益、潜在株式調整後 1株当たり四半期純利益は当該株式分割が当期首に行われたと仮定し

て算出しております。また前年第３四半期の１株当たり四半期純利益、潜在株式調整後 1

株当たり四半期純利益は、この株式分割を反映し修正再表示しております。修正再表示前

の前年第３四半期の 1株当たり四半期純利益、潜在株式調整後 1株当たり四半期純利益は

それぞれ114.60円、109.15円であります。 
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（２）経営成績（連結）の進捗状況（平成17年４月１日～平成17年12月31日の９ヶ月間） 

[百万円未満四捨五入] 

 

 

 

売上高 

 

営業利益 

税金等調整前四半期 

（当期）純利益 

 

当第３四半期 

百万円 

392,903 

％ 
7.8 

百万円 

40,081 

％ 
3.9 

百万円 

49,825 

％ 
25.8 

前年第３四半期 364,629 98.9 38,577 114.7 39,614 160.2 

前年３月期 485,861 75.1 53,665 143.8 57,290 191.7 
 
 

 
四半期（当期） 
純利益 

１株当たり四半期 
（当期）純利益 

潜在株式調整後1株当たり 

四半期（当期）純利益 

 

当第３四半期 

百万円 

32,525 

％ 
34.7 

円 銭 
227.31 

円 銭 
218.58 

前年第３四半期 24,145 111.0 174.17 165.75 

前年３月期 33,455 107.9 239.87 228.29 

※１．売上高・営業利益等におけるパーセント表示は、対前年同期比増減率を示しております。 

２．期中平均株式数（連結） 当第３四半期    143,086,117株 

               前年第３四半期   138,631,164株（株式分割遡及修正後） 

               前年３月期     139,469,904株（株式分割遡及修正後） 

 ３．当社は平成17年９月30日現在の株主に対し、平成17年11月18日付けで普通株式1株に

つき２株の割合で株式分割を行いました。そのため当第３四半期の１株当たり四半期純利

益、潜在株式調整後 1株当たり四半期純利益は当該株式分割が当期首に行われたと仮定し

て算出しております。また前年第３四半期及び前年３月期の 1株当たり四半期（当期）純

利益、潜在株式調整後 1株当たり四半期（当期）純利益は、この株式分割を反映し修正再

表示しております。修正再表示前の前年第３四半期の 1株当たり四半期純利益、潜在株式

調整後 1株当たり四半期純利益はそれぞれ 348.33円、331.50円、修正再表示前の前年３

月期の当期純利益、潜在株式調整後 1株当たり当期純利益はそれぞれ 479.74円、456.58

円であります。 

 
〔経営成績（連結）の進捗状況に関する定性的情報等〕 
 平成１７年度（２００５年度）の第３四半期（以下当期３Ｑという）までの９ヶ月の連結業績

は、中間業績に引き続き前年同期比で増収増益を継続しております。売上高累計額は３９２９億

０３百万円で前年同期比７．８％増、営業利益は４００億８１百万円で３．９％増であります。

また連結純利益も３２５億２５百万円と３４．７％増であります。  
 以下は中間業績以後の第３四半期業績について前年同期と比較報告いたします。 

 当期３Ｑの売上高は１３６７億２９百万円となり、前年同期比８５億０５百万円の増加（６．

６％増）となりました。営業利益におきましても１５０億０３百万円と前年同期比５億２２百万

円の増加（３．６％増）であります。税金等調整前利益は１９６億３８百万円と前年同期比７４

億５６百万円の増益となりました。この結果、当期純利益は１２１億２４百万円で前年同期比４

０億２８百万円の増加となりました。 

 なお直前の当期第２四半期との比較では、売上高は３０億５４百万円（２．３％）増加いたし

ましたが、営業利益は４億７３百万円（３．１％）の減少となりました。当期純利益は５億１７

百万円（４．５％）の増益であります。 

 まず第３四半期の売上高は全体では前年同期比で８５億０５百万円（６．６％）の増収となり

ましたが、精密小型モータ事業の売上増加が１２６億１９百万円と全体の増加額を上回り、機器

装置や電子・光学部品事業の売上は前年同期より減少するという歪（いびつ）な結果となりまし

た。事業別の売上高は以下のような状況であります。 

 「精密小型モータ」事業の売上高は７１９億７１百万円となり前年同期比で１２６億１９百万

円（２１．３％）の増加となっております。ＨＤＤ用モータは前年同期比約９６億円（約２

９％）の増収であり、販売数量では１８％強の増加となりました。平均販売価格は円ベースでは
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約９％の値上がりですが、円安を加味したドルベースでは２％程度の価格ダウンとなっておりま

す。なお、ＨＤＤ用モータは当四半期も全般的には堅調に推移いたしましたが、マイクロドライ

ブの減少および１２月末の最終局面において客先での部材不足や新機種への移行に係わる調整な

どで急激にＪＩＴ在庫の引取量が減少いたしました。この結果当四半期の販売数量は直前四半期

比較で約３％の増加に止まりました。また、この影響は２．５インチに顕著に現れており売上高

のみならず利益面でもかなりの影響を受けることになりました。ＤＣモータの売上高は前年同期

比約２５億円（１６％）の増加になりました。この増加分は従来の日本電産分の販売増によるも

のであり、日本電産サンキョー等の取り扱いＤＣモータはほぼ横這いに止まっております。従っ

て従来の光ディスク用を中心とする日本電産扱いのＤＣモータのみの前年同期比増加率は２７％

強となっております。ＦＡＮモータの売上高は前年同期比約３億円（３％）の増加となりました。 

 「中型モータ」事業の売上高は９１億９５百万円と前年同期比７．７％の増加であります。こ

の増加のうち自動車用モータの売上高が約５億円で１．６倍となっております。他の家電用と産

業用は共に増加しておりますが金額的には少額であります。 

 「機器装置」事業の売上高は１６８億８６百万円で前年同期比３９億０９百万円の大幅減収と

なりました。この事業分野は中間期においても前中間期より減収となっておりましたが、当四半

期も全般的に回復が遅れております。なお当四半期の前年同期比減少の最大の内容は日本電産サ

ンキョーのロボット関係売上の減少であります。 

 「電子・光学部品」事業の売上高は３２６億４０百万円と前年同期比１３億８６百万円の減収

となりました。この事業分野の減収要因は日本電産コパル電子の制御用回転機器が前年同期比約

１２億円（４２％）の減少となったのが最大要因であります。また日本電産コパルのレンズユニ

ット等も新製品の立ち上げ遅れから約８億円（１６％）の減収となっております。 

 「その他」の事業の売上高は６０億３７百万円で５億２４百万円の増加であります。この増加

は、主として日本電産トーソクの自動車部品とピボットアッセンブリーの販売増加によるもので

あります。 

 次に利益面におきましては、当期３Ｑの営業利益は１５０億０３百万円で前年同期比５億円強

（３．６％）の増益となりました。当四半期は営業利益面においても精密小型モータの増益分が

２１億円強となり、他の事業分野はすべて減益という偏った結果となりました。 

 先ず増益となった「精密小型モータ」では、ＨＤＤ用モータや光ディスク用モータの強い需要

に支えられて利益を拡大いたしました。従って増収増益基調は継続しているものの、主力のＨＤ

Ｄ用モータは１インチのマイクロドライブの減少により、また１２月の最終局面に入って採算機

種の２．５インチを中心に客先の引取りが鈍り利益面でも影響を受けました。また前年の第３四

半期は売上・利益ともにかなり高水準となっていたこともあり利益の改善幅は予想を下回りまし

た。 

 「中型モータ」については当四半期での黒字化達成に向け改善活動を精力的に進めてまいりま

したが、今年度第１四半期まで続いた鋼材および銅線のコストアップや車載用モータの研究開発

費並びに中国生産の生産能力拡大の先行投資負担を完全に吸収出来ませんでした。 

 「機器装置」事業の営業減益は日本電産コパルのラボシステム等の売上減少と日本電産シンポ

の変・減速機等の収益悪化が主たる要因であります。日本電産サンキョーのロボットシステム等

の売上減少は著しかったものの前期同期比較の減益要因とはなっておりません。 

 「電子・光学部品」事業の営業減益は売上高の項で説明したとおり、日本電産コパル電子の高

採算製品の制御回転機器の売上減少による利益減少が最大の要因となりました。また、日本電産

コパルのレンズユニット等においても相当の利益減少となりました。 

 税金等調整前利益が１９６億３８百万円と前年同期比７４億５６百万円の増益となったのは、

営業外収支における為替差益の増加(前期の為替差損の減少と合わせて)が６７億５２百万円発生

したこと、有価証券売却益の増加１０億２５百万円などによるものであります。 

 当期純利益は１２１億２４百万円で４０億２８百万円の増益であります。法人税等は２６億７

９百万円増加し、少数株主持分利益も８億６５百万円増加した結果であります。法人税の増加は

為替差益や株式売却益等による国内課税所得の増加が原因であります。また少数株主持分利益の

増加は日本電産サンキョーの利益増に伴う少数株主持分利益の増加によるものであります。 
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（３）財政状態（連結）の変動状況                                  [百万円未満四捨五入] 

 

 

 

総資産 

 

株主資本 

 

株主資本比率 

１株当たり 

株主資本 

 

当第３四半期 

百万円 

551,474 

百万円 

247,962 

％ 

45.0 

円 銭 

1,724.67 

 

前年第３四半期 

 

481,964 

 

191,625 

 

39.8 

 

1,356.14 

 

前年３月期 

 

484,173 

 

207,040 

 

42.8 

 

1,453.19 

※ 期末発行済株式数（連結） 当第３四半期    143,774,210株 

              前年第３四半期   141,301,632株（株式分割遡及修正後） 

              前年３月期     142,473,722株（株式分割遡及修正後） 

 当社は平成17年９月30日現在の株主に対し、平成17年11月18日付けで普通株式１株につ

き２株の割合で株式分割を行いました。そのため前年第３四半期及び前年３月期の１株当たり

株主資本は、この株式分割を反映し修正再表示しております。修正再表示前の前年第３四半期

及び前年３月期の１株当たり資本はそれぞれ2,712.28円、2,906.37円であります。 

 

【連結キャッシュ・フローの状況】                               [百万円未満四捨五入] 
 

 

営業活動による 

ｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ 

投資活動による 

ｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ 

財務活動による 

ｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ 
現金及び現金 

同等物期末残高 

 

当第３四半期 

百万円 

35,507 

百万円 

△ 29,402 

百万円 

9,662 

百万円 

90,248 

 

前年第３四半期 

 

26,601 

 

△ 33,175 

 

△ 4,766 

 

60,660 

 

前年３月期 

 

44,333 

 

△ 45,888 

 

△ 2,494 

 

70,111 

 
〔財政状態（連結）の変動状況に関する定性的情報等〕 
 貸借対照表上の変動としては総資産が前期末（平成１７年３月末）より６７３億０１百万円増

加致しました。資産の増加は売掛債権、棚卸資産、有形固定資産、営業権などが増加しておりま

す。株主資本は前期末より４０９億２２百万円増加しております。 

 

（キャッシュ・フローの状況） 
 当期３Ｑ末（平成１７年１２月末）の現金及び現金同等物の残高は９０２億４８百万円で前期

末（平成１７年３月末）より２０１億３７百万円増加致しました。以下に当期３Ｑまでの９ヶ月

間のキャッシュ・フローの状況を要約致します。 

 「営業活動によるキャッシュ・フロー」は３５５億０７百万円の増加であります。当期純利益

に少数株主持分利益と減価償却費及びその他の償却費を加えたものは５７５億５７百万円であり

ますが、主要な支出としては在庫投資９８億１４百万円、為替換算調整４１億６９百万円、未払

法人税等の増加２３億１１百万円などであります。 

 「投資活動によるキャッシュ・フロー」は２９４億０２百万円の支出となりました。この主た

る支出内容は有形固定資産の取得（設備投資）３００億１９百万円と連結子会社への追加投資４

１億１７百万円でほかに有価証券の売却収入が３０億６２百万円あります。 

 「財務活動によるキャッシュ・フロー」は９６億６２百万円の収入となりました。主たる内容

は短期借入金の純増加額が１６４億９３百万円、長期借入金の返済が２０億５８百万円、また配

当支出が３５億６９百万円でございます。 

 

［業績予想に関する定性的情報等］ 

 平成１７年度連結業績の通期の見込については平成１７年１０月２８日に開示致しました内容

を変更致しておりません。  



日本電産㈱ 【連結】

比 較 連 結 貸 借 対 照 表

増減金額

金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 構成比

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 百万円 ％

90,248 60,660 29,588 70,111 

16,911 21,803 △4,892 17,351 

125,256 115,192 10,064 112,568 

製 品 26,431 19,739 6,692 18,853 

原 材 料 14,668 12,835 1,833 12,688 

仕 掛 品 15,612 15,347 265 13,009 

仕 掛 設 備 1,012 851 161 964 

貯 蔵 品 2,815 4,041 △1,226 3,448 

12,683 14,109 △1,426 11,951 

305,636 55.4 264,577 54.9 41,059 260,943 53.9 

19,777 18,257 1,520 18,495 

2,149 1,662 487 1,865 

21,926 4.0 19,919 4.1 2,007 20,360 4.2 

34,410 31,555 2,855 31,774 

86,901 78,700 8,201 79,765 

205,297 175,078 30,219 178,594 

6,010 6,299 △289 6,687 

332,618 60.3 291,632 60.5 40,986 296,820 61.3 

△163,281 △29.6 △147,221 △30.5 △16,060 △147,614 △30.5 

169,337 30.7 144,411 30.0 24,926 149,206 30.8 

43,433 7.9 38,385 8.0 5,048 40,664 8.4 

11,142 2.0 14,672 3.0 △3,530 13,000 2.7 

551,474 100.0 481,964 100.0 69,510 484,173 100.0 資　　産　　合　　計

そ の 他 の 固 定 資 産

当第３四半期

（平成17年12月31日）

そ の 他 の 流 動 資 産

売 掛 金

受 取 手 形

営 業 権

減 価 償 却 累 計 額 ＜ 控 除 ＞

有 形 固 定 資 産 合 計

（平成16年12月31日）

前年第３四半期

土 地

機 械 及 び 装 置

（資　産　の　部）

科　　目

流 動 資 産

投 資 及 び 貸 付 金

現 金 及 び 現 金 同 等 物

棚 卸 資 産

（平成17年３月31日）

前 期

小　　　　　　　　　計　

流 動 資 産 合 計

有価証券及びその他の投資有価証券

関連会社に対する投資及び貸付金

有 形 固 定 資 産

建 物

投 資 及 び 貸 付 金 合 計

建 設 仮 勘 定
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増減金額

金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 構成比

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 百万円 ％

47,155 26,375 20,780 28,478 

6,160 2,603 3,557 8,493 

105,922 103,907 2,015 95,076 

25,762 25,976 △214 28,280 

184,999 33.5 158,861 33.0 26,138 160,327 33.1 

35,228 44,994 △9,766 37,833 

9,903 23,819 △13,916 11,128 

12,209 12,445 △236 12,338 

57,340 10.4 81,258 16.8 △23,918 61,299 12.7 

242,339 43.9 240,119 49.8 2,220 221,626 45.8 

61,173 11.1 50,220 10.4 10,953 55,507 11.4 

63,416 11.5 59,188 12.3 4,228 61,180 12.6 

66,020 12.0 61,814 12.8 4,206 63,799 13.2 

117,910 21.4 79,644 16.5 38,266 88,954 18.4 

△2,081 △11,318 9,237 △9,466 

2,953 2,486 467 2,777 

△56 △32 △24 △56 

816 0.1 △8,864 △1.8 9,680 △6,745 △1.4 

△200 △0.0 △157 △0.0 △43 △148 △0.0 

247,962 45.0 191,625 39.8 56,337 207,040 42.8 

551,474 100.0 481,964 100.0 69,510 484,173 100.0 

長 期 債 務

流 動 負 債 合 計

前 期

（平成17年12月31日） （平成16年12月31日） （平成17年３月31日）

当第３四半期 前年第３四半期

科　　目

（負　債　の　部）

負債、少数株主持分及び資本合計

固 定 負 債 合 計

計

（資　本　の　部）

最 小 年 金 債 務 調 整 額

資　　本　　合　　計

自 己 株 式

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

その他 の包 括 利 益 （ △ 損 失 ） 累 計 額

未 実 現 有 価 証 券 評 価 損 益
＜ 組 替 修 正 考 慮 後 ＞

未 払 退 職 ・ 年 金 費 用

外 貨 換 算 調 整 額

負 債 合 計

そ の 他 の 固 定 負 債

少 数 株 主 持 分

流 動 負 債

固 定 負 債

短 期 借 入 金

１ 年 以 内 返 済 予 定 長 期 債 務

支 払 手 形 及 び 買 掛 金

そ の 他 の 流 動 負 債
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金　　額 百分比 金　　額 百分比 金　　額 百分比 金　　額 百分比

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

136,729 100.0 128,224 100.0 392,903 100.0 364,629 100.0 

104,830 76.6 98,434 76.7 301,376 76.7 279,827 76.7 

9,709 7.1 8,812 6.9 30,023 7.6 27,420 7.5 

7,187 5.3 6,497 5.1 21,423 5.5 18,805 5.2 

121,726 89.0 113,743 88.7 352,822 89.8 326,052 89.4 

15,003 11.0 14,481 11.3 40,081 10.2 38,577 10.6 

受取利息及び受取配当金 355 274 1,079 618 

支 払 利 息 △356 △231 △827 △744 

為 替 差 損 益 ＜ 純 額 ＞ 3,129 △3,623 7,645 △411 

有価証券関連損益＜純額＞ 1,732 707 2,835 1,462 

デリバティブ評価損益
＜ 純 額 ＞

22 201 36 49 

そ の 他 ＜ 純 額 ＞ △247 373 △1,024 63 

4,635 3.4 △2,299 △1.8 9,744 2.5 1,037 0.3 

19,638 14.4 12,182 9.5 49,825 12.7 39,614 10.9 

△5,194 △3.8 △2,515 △2.0 △11,111 △2.8 △8,358 △2.3 

14,444 10.6 9,667 7.5 38,714 9.9 31,256 8.6 

少数株主持分損益（控除） 2,369 1.7 1,504 1.2 6,211 1.6 7,032 2.0 

持分法投資損失（△利益） △49 △0.0 67 0.0 △22 △0.0 79 0.0 

12,124 8.9 8,096 6.3 32,525 8.3 24,145 6.6 

（当連結会計年度における各四半期業績の推移状況）

金　　額 百分比 金　　額 百分比 金　　額 百分比

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

122,499 100.0 133,675 100.0 136,729 100.0 

9,602 7.8 15,476 11.6 15,003 11.0 

11,959 9.7 18,228 13.6 19,638 14.4 

8,794 7.2 11,607 8.7 12,124 8.9 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

売 上 原 価 並 び に
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 合 計

その他の収益・費用（△）合計

法 人 税 等

研 究 開 発 費

営 業 利 益

当 期 純 利 益

そ の 他 の 収 益 ・ 費 用 （ △ ）

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益

少 数 株 主 持 分 損 益 及 び
持分法投資損益前当期純利益

売 上 高

売 上 原 価

前年第３四半期

平成16年10月１日から

平成16年12月31日まで
科　　目

平成16年４月１日から

前年第３四半期(通算)

平成16年12月31日まで

比 較 連 結 損 益 計 算 書

平成17年４月１日から

当第３四半期

平成17年10月１日から

平成17年12月31日まで

当第３四半期(通算)

平成17年12月31日まで

当 期 純 利 益

営 業 利 益

売 上 高

当第１四半期

科　　目
平成17年４月１日から

平成17年６月30日まで

当第３四半期

平成17年10月１日から

平成17年12月31日まで

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益

当第２四半期

平成17年７月１日から

平成17年９月30日まで
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連結キャッシュフロー計算書

（単位：百万円）

当第３四半期 前年第３四半期 前 期

　　　　　　連結会計期間 平成17年４月１日から 平成16年４月１日から 平成16年４月１日から

科 目 平成17年12月31日まで 平成16年12月31日まで 平成17年３月31日まで

金　額 金　額 金　額

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー

当期純利益 32,525 24,145 33,455 

営業活動による純現金収入との調整

減価償却費及びその他の償却費 18,821 15,575 22,105 

有価証券売却損（△売却益） △2,835 △1,462 △1,618 

固定資産売却損及び除却損 86 265 1,479 

少数株主持分損益 6,211 7,032 10,954 

持分法投資損益 △22 79 34 

デリバティブ評価損（△評価益） △36 △49 175 

為替換算調整 △4,169 1,607 △752 

資産負債の増減

売上債権の減少（△増加） △8,973 △23,158 △15,132 

棚卸資産の減少（△増加） △9,814 △7,387 △3,254 

仕入債務の増加 7,192 10,510 968 

未払法人税等の増加（△減少） △2,311 551 2,303 

その他 △1,168 △1,107 △6,384 

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー　計 35,507 26,601 44,333 

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △30,019 △25,834 △37,257 

有形固定資産の売却による収入 557 1,844 2,510 

有価証券の取得による支出 △3 △1 △3 

有価証券の売却による収入 3,062 2,393 2,739 

関連会社株式の売却による収入 － 344 344 

連結子会社への追加投資支出 △4,117 △11,082 △12,103 

新規連結子会社株式の取得に伴う収入 － 23 23 

その他 1,118 △862 △ 2,141 

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー　計 △29,402 △33,175 △45,888 

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増加額（△純減少額） 16,493 △59,361 △ 57,824 

長期債務による調達額 100 736 2,868 

長期債務の返済 △2,058 △2,863 △4,442 

新株発行による調達額 340 60,012 60,133 

配当金支払額 △ 3,569 △2,388 △2,388 

その他 △ 1,644 △ 902 △ 841 

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー　計 9,662 △ 4,766 △ 2,494 

4,370 △1,392 768 

Ⅴ．現金及び現金同等物の増減額 20,137 △12,732 △ 3,281 

Ⅵ．現金及び現金同等物の期首残高 70,111 73,392 73,392 

Ⅶ．現金及び現金同等物の期末残高 90,248 60,660 70,111 

Ⅳ．為替相場変動の現金及び現金同等物に
　　対する影響額
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9

連結及び持分法の適用範囲に関する事項 
 
１．連結の範囲に関する事項 

  当第３四半期末 前期末 前年第３四半期末  

 連結子会社数 93社 89社 88社  

 

（異動の状況） 

◎前期末との比較・・・新規連結 6社、連結除外 2社 

 ＜新規設立による連結子会社増加 3社＞ 

   ベトナム日本電産、タイ日本電産マシナリー㈱、日本電産京利（上海）機械有限公司 

 ＜重要性増加による連結子会社増加 3社＞ 

   日本電産リード・コリア㈱、欧州日本電産サンキョー㈱、日本電産三協（浙江）有限公司 

 ＜清算結了による連結子会社減少 １社＞ 

   東京ピジョンインドネシア㈱ 

 ＜清算手続きが進行しており重要性がなくなったことによる減少 1社＞  

   三協プレシジョン（マレーシア）㈱ 

◎前年第３四半期末との比較・・・新規連結 7社、連結除外 2社 

    ＜新規設立による連結子会社増加 4社＞ 

日本電産三協（浙江）有限公司、ベトナム日本電産、タイ日本電産マシナリー㈱、 

日本電産京利（上海）機械有限公司 

 ＜重要性増加による連結子会社増加 3社＞ 

日本電産企業物流諮問（平湖）有限公司、日本電産リード・コリア㈱、 

欧州日本電産サンキョー㈱ 

 ＜清算結了による連結子会社減少 １社＞  

   東京ピジョンインドネシア㈱ 

 ＜清算手続きが進行しており重要性がなくなったことによる減少 １社＞  

   三協プレシジョン（マレーシア）㈱ 

  

２．持分法の適用に関する事項 

  当第３四半期末 前期末 前年第３四半期末  
 持分法適用関連会社数 4社 4社 5社  

 

（異動の状況） 

◎前期末との比較・・・増減なし 

 

◎前年第３四半期末との比較・・・持分法適用除外 １社 

 ＜清算手続きが進行しており重要性がなくなったことによる減少 １社＞ 

   アドバンス・プローブ㈱ 
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セ　グ　メ　ン　ト　情　報

オペレーティング・セグメント情報（３ヶ月）

（単位：百万円）

金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 比率

％ ％ ％

日本電産 43,687 17.6 34,363 15.4 9,324 27.1 

タイ日本電産 20,463 8.3 16,425 7.4 4,038 24.6 

日本電産（浙江） 5,667 2.3 3,939 1.8 1,728 43.9 

日本電産（大連） 12,361 5.0 10,393 4.7 1,968 18.9 

シンガポール日本電産 15,974 6.5 13,059 5.9 2,915 22.3 

日本電産（香港） 7,328 3.0 5,335 2.4 1,993 37.4 

フィリピン日本電産 8,747 3.5 6,001 2.7 2,746 45.8 

日本電産サンキョー 21,707 8.8 23,799 10.7 △ 2,092 △8.8 

日本電産コパル 13,715 5.5 16,136 7.2 △ 2,421 △15.0 

日本電産トーソク 5,748 2.3 5,943 2.7 △ 195 △3.3 

日本電産コパル電子 5,029 2.0 6,149 2.8 △ 1,120 △18.2 

日本電産シバウラ 3,589 1.4 5,075 2.3 △ 1,486 △29.3 

日本電産シンポ 2,615 1.1 3,106 1.4 △ 491 △15.8 

日本電産ニッシン 3,294 1.3 3,472 1.6 △ 178 △5.1 

その他 77,646 31.4 69,766 31.0 7,880 11.3 

小　　計 247,570 100.0 222,961 100.0 24,609 11.0 

調整及び消去 △ 110,841 － △ 94,737 － △ 16,104 － 

連　結 136,729 － 128,224 － 8,505 6.6 

％ ％ ％

日本電産 2,555 17.2 1,411 10.1 1,144 81.1 

タイ日本電産 3,146 21.2 2,416 17.3 730 30.2 

日本電産（浙江） 49 0.3 42 0.3 7 16.7 

日本電産（大連） 953 6.4 803 5.8 150 18.7 

シンガポール日本電産 316 2.1 461 3.3 △ 145 △31.5 

日本電産（香港） 85 0.6 97 0.7 △ 12 △12.4 

フィリピン日本電産 336 2.3 34 0.2 302 888.2 

日本電産サンキョー 2,444 16.5 2,145 15.4 299 13.9 

日本電産コパル 727 4.9 701 5.0 26 3.7 

日本電産トーソク 227 1.5 305 2.2 △ 78 △25.6 

日本電産コパル電子 551 3.7 1,111 8.0 △ 560 △50.4 

日本電産シバウラ △ 120 △ 0.8 178 1.3 △ 298 － 

日本電産シンポ 103 0.7 355 2.5 △ 252 △71.0 

日本電産ニッシン 206 1.4 214 1.5 △ 8 △3.7 

その他 3,264 22.0 3,676 26.4 △ 412 △11.2 

小　　計 14,842 100.0 13,949 100.0 893 6.4 

調整及び消去 161 － 532 － △ 371 － 

連　結 15,003 － 14,481 － 522 3.6 

（注）１．オペレーティング・セグメントは、そのセグメントの財務情報が入手可能なもので、その営業損益が

　　　　　マネジメントによって経営資源の配分の決定及び業績の評価に定期的に使用されているものです。

　　　２．セグメント別損益は、そのセグメントの所在国の会計原則に基づいて作成されています。

平成16年12月31日まで
項　　目

売

上

高

利

営

業

益

前年同期増減

当第３四半期（３ヶ月）

平成17年10月１日から

平成17年12月31日まで

前第３四半期（３ヶ月）

平成16年10月１日から
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オペレーティング・セグメント情報（通算）

（単位：百万円）

金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 比率

％ ％ ％

日本電産 126,498 17.7 93,945 14.9 32,553 34.7 

タイ日本電産 56,953 8.0 41,791 6.6 15,162 36.3 

日本電産（浙江） 14,592 2.0 10,007 1.6 4,585 45.8 

日本電産（大連） 36,811 5.2 29,400 4.7 7,411 25.2 

シンガポール日本電産 47,034 6.6 33,589 5.3 13,445 40.0 

日本電産（香港） 19,194 2.7 14,046 2.2 5,148 36.7 

フィリピン日本電産 22,159 3.1 15,913 2.5 6,246 39.3 

日本電産サンキョー 64,436 9.0 66,732 10.6 △ 2,296 △3.4 

日本電産コパル 39,327 5.5 49,995 7.9 △ 10,668 △21.3 

日本電産トーソク 16,975 2.4 18,234 2.9 △ 1,259 △6.9 

日本電産コパル電子 16,307 2.3 17,192 2.7 △ 885 △5.1 

日本電産シバウラ 11,793 1.7 17,236 2.7 △ 5,443 △31.6 

日本電産シンポ 8,124 1.1 9,297 1.5 △ 1,173 △12.6 

日本電産ニッシン 10,002 1.4 10,193 1.6 △ 191 △1.9 

その他 223,337 31.3 202,717 32.3 20,620 10.2 

小　　計 713,542 100.0 630,287 100.0 83,255 13.2 

調整及び消去 △ 320,639 － △ 265,658 － △ 54,981 － 

連　結 392,903 － 364,629 － 28,274 7.8 

％ ％ ％

日本電産 6,807 16.9 2,062 5.4 4,745 230.1 

タイ日本電産 8,310 20.6 6,513 17.2 1,797 27.6 

日本電産（浙江） 124 0.3 61 0.2 63 103.3 

日本電産（大連） 2,731 6.8 2,403 6.3 328 13.6 

シンガポール日本電産 833 2.1 1,598 4.2 △ 765 △47.9 

日本電産（香港） 265 0.7 311 0.8 △ 46 △14.8 

フィリピン日本電産 444 1.1 △ 169 △ 0.4 613 － 

日本電産サンキョー 6,647 16.5 5,421 14.3 1,226 22.6 

日本電産コパル 1,651 4.1 2,357 6.2 △ 706 △30.0 

日本電産トーソク 247 0.6 982 2.6 △ 735 △74.8 

日本電産コパル電子 2,266 5.6 2,879 7.6 △ 613 △21.3 

日本電産シバウラ △ 194 △ 0.5 809 2.1 △ 1,003 － 

日本電産シンポ 259 0.6 975 2.6 △ 716 △73.4 

日本電産ニッシン 702 1.7 587 1.5 115 19.6 

その他 9,243 22.9 11,154 29.4 △ 1,911 △17.1 

小　　計 40,335 100.0 37,943 100.0 2,392 6.3 

調整及び消去 △ 254 － 634 － △ 888 － 

連　結 40,081 － 38,577 － 1,504 3.9 

（注）１．オペレーティング・セグメントは、そのセグメントの財務情報が入手可能なもので、その営業損益が

　　　　　マネジメントによって経営資源の配分の決定及び業績の評価に定期的に使用されているものです。

　　　２．セグメント別損益は、そのセグメントの所在国の会計原則に基づいて作成されています。

売

前年同期増減

当第３四半期（通算）

平成17年４月１日から

平成17年12月31日まで

前第３四半期（通算）

平成16年４月１日から

利

益

平成16年12月31日まで
項　　目

上

高

営

業
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平成１８年３月期 第３四半期 補足資料

　 １．事業区分別売上高・営業損益情報

当第３四半期（自 平成17年10月１日　至 平成17年12月31日） （単位：百万円）

精密小型
モータ

中型モータ 機器装置
電子・光学
部品

その他 計
消去又は
全社

連　結

売上高

外部顧客に対する売上高 71,971 9,195 16,886 32,640 6,037 136,729 (-) 136,729 

事業区分間の内部売上高 79 25 2,347 94 1,014 3,559 (3,559) -  

計 72,050 9,220 19,233 32,734 7,051 140,288 (3,559) 136,729 

営業費用 62,450 9,638 16,163 29,870 6,498 124,619 (2,893) 121,726 

営業利益 9,600 △ 418 3,070 2,864 553 15,669 (666) 15,003 

前第３四半期（自 平成16年10月１日　至 平成16年12月31日） （単位：百万円）

精密小型
モータ

中型モータ 機器装置
電子・光学
部品

その他 計
消去又は
全社

連　結

売上高

外部顧客に対する売上高 59,352 8,538 20,795 34,026 5,513 128,224 (-) 128,224 

事業区分間の内部売上高 175 20 1,794 223 837 3,049 (3,049) -  

計 59,527 8,558 22,589 34,249 6,350 131,273 (3,049) 128,224 

営業費用 52,063 8,599 19,141 30,773 5,457 116,033 (2,290) 113,743 

営業利益 7,464 △ 41 3,448 3,476 893 15,240 (759) 14,481 

当第３四半期通算（自 平成17年４月１日　至 平成17年12月31日） （単位：百万円）

精密小型
モータ

中型モータ 機器装置
電子・光学
部品

その他 計
消去又は
全社

連　結

売上高

外部顧客に対する売上高 202,359 27,152 50,794 95,828 16,770 392,903 (-) 392,903 

事業区分間の内部売上高 293 73 8,606 429 2,840 12,241 (12,241) -  

計 202,652 27,225 59,400 96,257 19,610 405,144 (12,241) 392,903 

営業費用 176,066 28,719 51,896 88,086 18,108 362,875 (10,053) 352,822 

営業利益 26,586 △ 1,494 7,504 8,171 1,502 42,269 (2,188) 40,081 

前第３四半期通算（自 平成16年４月１日　至 平成16年12月31日） （単位：百万円）

精密小型
モータ

中型モータ 機器装置
電子・光学
部品

その他 計
消去又は
全社

連　結

売上高

外部顧客に対する売上高 163,923 27,235 58,071 98,990 16,410 364,629 (-) 364,629 

事業区分間の内部売上高 364 59 6,238 573 2,210 9,444 (9,444) -  

計 164,287 27,294 64,309 99,563 18,620 374,073 (9,444) 364,629 

営業費用 145,096 26,638 55,601 89,268 16,547 333,150 (7,098) 326,052 

営業利益 19,191 656 8,708 10,295 2,073 40,923 (2,346) 38,577 

（注）１．事業区分は製品の種類、性質、製造方法及び販売方法の類似性を考慮し区分しております。

　　　２．各事業の主要な製品

　　　　(1）精密小型モータ　………　精密小型ＤＣモータ（ハードディスク装置用スピンドルモータを含む）、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　精密小型ファン、ブラシ付モータ、振動モータ

　　　　(2）中型モータ　……………　家電用モータ、自動車用モータ、産業用モータ

　　　　(3）機器装置　………………　変減速機、半導体製造装置、精密機器、ＦＡ機器

　　　　(4）電子・光学部品　………　電子部品、光学部品

　　　　(5）その他　…………………　自動車部品、ピボット・アッセンブリ、その他部品、サービス等
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２．所在地別売上高情報

（単位：百万円）

金額 構成比 金額 構成比 金額 増減率

日本 72,410 53.0% 75,145 58.6% △ 2,735 △3.6% 

アメリカ 2,109 1.5% 2,046 1.6% 63 3.1% 

シンガポール 18,320 13.4% 15,956 12.4% 2,364 14.8% 

タイ 15,127 11.1% 12,093 9.4% 3,034 25.1% 

フィリピン 1,576 1.2% 1,447 1.1% 129 8.9% 

中国 8,675 6.3% 6,864 5.4% 1,811 26.4% 

その他 18,512 13.5% 14,673 11.5% 3,839 26.2% 

  合　計 136,729 100.0% 128,224 100.0% 8,505 6.6% 

（単位：百万円）

金額 構成比 金額 構成比 金額 増減率

日本 215,181 54.8% 222,465 61.0% △ 7,284 △3.3% 

アメリカ 6,289 1.6% 6,291 1.7% △ 2 △0.0% 

シンガポール 54,124 13.8% 44,196 12.1% 9,928 22.5% 

タイ 40,039 10.2% 30,977 8.5% 9,062 29.3% 

フィリピン 4,894 1.2% 4,144 1.1% 750 18.1% 

中国 22,136 5.6% 17,634 4.8% 4,502 25.5% 

その他 50,240 12.8% 38,922 10.8% 11,318 29.1% 

  合　計 392,903 100.0% 364,629 100.0% 28,274 7.8% 

（注）当売上高は、売上元別（出荷元の所在地別）であり、内部取引相殺消去後の数値です。

３．地域別売上高情報

（単位：百万円）

金額 構成比 金額 構成比 金額 増減率

北米 12,638 3.2% 13,717 3.8% △ 1,079 △7.9% 

アジア 243,081 61.9% 197,439 54.1% 45,642 23.1% 

その他 14,372 3.6% 17,270 4.7% △ 2,898 △16.8% 

海外売上高合計 270,091 68.7% 228,426 62.6% 41,665 18.2% 

日本 122,812 31.3% 136,203 37.4% △ 13,391 △9.8% 

　連結売上高 392,903 100.0% 364,629 100.0% 28,274 7.8% 

（注）当売上高は、客先の地域別であり、内部取引相殺消去後の数値です。

前第３四半期（３ヶ月）

自 平成16年10月１日

至 平成16年12月31日

当第３四半期（３ヶ月）

自 平成17年10月１日

至 平成17年12月31日

当第３四半期（通算）

増　減

増　減

自 平成17年４月１日 自 平成16年４月１日

増　減

前第３四半期（通算）

至 平成17年12月31日 至 平成16年12月31日

至 平成16年12月31日至 平成17年12月31日

自 平成17年４月１日 自 平成16年４月１日

当第３四半期（通算） 前第３四半期（通算）
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